


事業の全体像

第7次エネ基の2040年度再エネ比率4～5割の達成に向けて

１．再エネ導入拡大

２．エネルギーの安定供給を確保できる強靱性（レジリエンス）の向上

に資する多用途多端子高圧直流（HVDC）送電技術を開発
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（参考）海外動向：中国

張北など内陸の再エネを海岸部の大消費地に送る陸上多端子HVDCを実用化

架空直流送電で得た知見を海底ケーブルHVDC送電へ展開
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出典： https://www.clsa.com/special/mappingchina/

中国のHVDC送電マップ

陸上4端子HVDC（張北）

出典： 電気新聞 https://www.denkishimbun.com/sp/232326

2022年 如東洋上風力発電（江蘇省 如東県）運用開始

 +/-400kV、1.1ＧＷ、海底ケーブル長100km

2026年 射陽洋上風力発電（江蘇省 射陽県）着工

 +/-250 kV、1.1ＧＷ、海底ケーブル長83 km

海底HVDC（如東・射陽）



（参考）海外動向：米国

東海岸の洋上風力発電（2030年 30 GW, 2050年110 GW）を計画

米国エネルギー省（DOE）が2端子→多端子へ段階的なHVDC導入を検討

2035年までにHVDCシステム費用を35%低減させる事業を2023年から実施
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出典： DOE, Atlantic Offshore Wind Transmission Study, 2024

米国東海岸の多端子HVDC送電 COst REduction（CORE）Initiative

出典： DOE, https://www.energy.gov/oe/hvdc-cost-reduction-core-initiative



国内初！北海道～本州間の連系設備に多端子構成を採用

北海道本州間連系設備（日本海ルート）の直流系統

当初想定：2端子シリーズ構成

最新方針：多端子構成（直流遮断器なし）を前提として検討

出典：第101回広域系統整備委員会（2026年5月） 資料2-1 https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/101.html
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事業概要

ケーブル防護管取付等の工法開発・新型ケーブル敷設船等の基盤技術開発

北海道等から需要地への海底ルートにはケーブル埋設が困難な岩盤域も

⇒ 防護管取付けによる工期の長期化やコスト増加

1. ケーブル防護工法のコスト低減

2. 日本特有の海象・気象に対応できるケーブル敷設船等の設計

出典： 第７２回広域系統整備委員会 資料1-2 https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2023/files/seibi_72_01_02.pdf
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研究開発テーマ・実施体制

テーマ 担当

1. ケーブル

  防護管取付等

  工法開発

①防護工法開発

防護管工法の開発 住友電工

大水深砕石投入装置開発 古河電工

② 長距離ケーブル監視技術開発 住友電工

③ 海洋技術検証 住友電工、古河電工

2. ケーブル

  敷設船等の

  基盤技術開発

① 敷設船開発 日本郵船、住友電工

② 接続船/埋設船開発 商船三井、古河電工

3. 共通基盤

  技術調査等

① 試験方法検討 古河電工、住友電工

② 海外調査 住友電工
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ケーブル防護管取付等工法開発

岩盤域でのケーブル防護について既存工法より低コスト化する新工法を開発

ケーブル防護管取付の自動化（住友電気工業株式会社）

手作業 自動取付工法成果

>

砕石投入装置の開発
（古河電気工業株式会社）

ケーブル接続部を投錨や漁具による

損傷から護るため砕石で被覆する工法

出典：住友電気工業株式会社

出典：古河電気工業株式会社

14





2026年度以降の取り組み

ケーブル敷設後の長期安定運転や事故時の迅速な対応の観点から

保守・運用技術の高度化が社会的・経済的に重要な課題

⇒ ケーブルの監視・点検、外傷事故の予防、事故時の緊急復旧など技術開発

 フィージビリティ・スタディ（FS）を実施中
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